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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第25期
第２四半期
累計期間

第26期
第２四半期
累計期間

第25期
第２四半期
会計期間

第26期
第２四半期
会計期間

第25期

会計期間

自  平成21年
      ４月１日
至  平成21年
    　９月30日

自  平成22年
      ４月１日
至  平成22年
      ９月30日

自  平成21年
      ７月１日
至  平成21年
      ９月30日

自  平成22年
      ７月１日
至  平成22年
      ９月30日

自  平成21年
      ４月１日
至  平成22年
     ３月31日

売上高 (千円) 585,299 162,292 382,999 123,5911,151,338

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 8,013 △110,871 53,044 △36,744 41,951

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(千円) 6,631 △112,334 52,136 △37,634 39,424

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ─ ―

資本金 (千円) ― ― 692,361 692,361 692,361

発行済株式総数 (株) ― ― 33,405 33,405 33,405

純資産額 (千円) ― ― 447,847 368,306 480,640

総資産額 (千円) ― ― 828,667 864,1091,025,093

１株当たり純資産額 (円) ― ― 13,406.6011,025.4814,388.29

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は四半
期純損失金額(△)

(円) 198.51△3,362.801,560.74△1,126.631,180.19

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 54.0 42.6 46.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △132,577△74,884 ― ― △120,967

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △9,275 △4,485 ― ― △4,429

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △8,100 40,210 ― ― 33,800

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 59,807 78,142 119,504

従業員数 (名) ― ― 44 44 45

(注) 1 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、当該四半期連結累計(会計)期間に係る主要な経営指標

等の推移については記載しておりません。

2　売上高には、消費税等は含まれておりません。

3　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

4　潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在しますが、第26期第２四半期累

計期間及び第26期第２四半期会計期間は1株当たり四半期純損失であるため、第25期第２四半期累計期間、第

25期第２四半期会計期間及び第25期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれる事業の内容に重要な変更は

ありません。

　
　
３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　
　
４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 44

(注)  従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間における生産実績をセグメント別に示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

電子ビーム関連 133,797 126.9

合計 133,797 126.9

(注) １  金額は、製造原価によっております。

２　セグメント情報の基準の適用に伴い、前第２四半期会計期間において「製品事業」と「その他事業」との区分

で記載しておりましたが、当第２四半期会計期間においては「電子ビーム関連」に統一した記載をしており

ます。

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績をセグメント別に示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

電子ビーム関連 302,826 ─ 300,754 98.6

合計 302,826 ─ 300,754 98.6

(注) １　セグメント情報の基準の適用に伴い、前第２四半期会計期間において「製品事業」と「その他事業」との区分

で記載しておりましたが、当第２四半期会計期間においては「電子ビーム関連」に統一した記載をしており

ます。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

電子ビーム関連 123,591 32.3

合計 123,591 32.3

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東芝ファイナンス㈱ 310,000 80.9 20,000 16.2

２ 主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は次の通りです。

()内の数値は総販実績に対する輸出高の割合であります。

輸出先

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

米国 1,122 6.1 ─ ─

アジア 17,225 93.9 17,866 100.0

合計
18,348
(4.8%)

100.0
17,866
(14.5%)

100.0

　
３ セグメント情報の基準の適用に伴い、前第２四半期会計期間において「製品事業」と「その他事業」との区分

で記載しておりましたが、当第２四半期会計期間においては「電子ビーム関連」に統一した記載をしており
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ます。

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
　
２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある以下の事項が発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当第２四半期報告書提出日現在において当社が判断したものでありま

す。

　
継続企業の前提に関する重要事象等について

当社は、当第２四半期会計期間におきまして営業損失及び営業活動によるキャッシュ・フローがマイ

ナスの状況にありました。

このような状況により、当社は継続企業の前提に関する重要事象等が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく対策を講じ、売上増加、損益の改善を図ることを計画し実行いたします

が当該計画通りに推移しなかった場合には、当社の財務状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

　
　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第２四半期会計期間の財政状態及び経営成績の分析は次の通りであります。なお、文中の将来に関する

事項は、当第２四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　
１.提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

　
(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、中国など新興国の経済成長を背景に輸出が好調に推移し

一部企業においては収益改善がみられましたが、欧米を中心とした海外景気の減速や円高基調の継続から、

景気の回復は鈍化し先行きに不透明感が表れております。

半導体業界におきましては、高機能携帯電話（スマートフォン）などデジタル家電に使用する半導体需

要の高まりを受け、半導体のみならず製造装置など周辺産業にも全体として回復傾向がみられました。

このような状況のもと、当社の主力製品であるフォトマスク用寸法測定装置「EMU」につきましては、販

売計画が第３四半期以降に集中することから、現在は主要顧客の仕様ニーズに対応した製品開発により

バージョンアップを進めているところであります。

また、LED（発光ダイオード）の生産用パターン転写装置である電子スタンパー「EBLITHO」につきまし

ては、引き続き「EBLITHO」の技術を進化させたシームレスモールドステッパー（NEDOのイノベーション実

用化助成事業）等の開発を推進して、新たな市場開拓に向けた営業活動を続けております。

上記の結果、当第２四半期会計期間における業績につきまして、売上高123百万円（前年同四半期比

67.7％減）となりました。損益につきまして、営業損失28百万円（前年同四半期は54百万円の営業利益）、

為替差損7百万円等を営業外費用に計上した結果、経常損失36百万円（前年同四半期は53百万円の経常利

益）、四半期純損失37百万円（前年同四半期は52百万円の四半期純利益）となりました。

　
　
(2) 財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前第２四半期会計期間末に比べて6.5％増加し、740百万円となりました。これは、仕掛品が

115百万円、現金及び預金が18百万円増加した一方、受取手形及び売掛金が90百万円減少したことなどによ

ります。 

　固定資産は、前第２四半期会計期間末に比べて7.6％減少し、123百万円となりました。これは、投資その他

の資産が4百万円減少したことなどによります。 

　この結果、総資産は、前第２四半期会計期間末に比べて4.3％増加し、864百万円となりました。
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(負債)

流動負債は、前第２四半期会計期間末に比べ14.1％増加し、349百万円となりました。これは、預り金が79

百万円、支払手形及び買掛金が22百万円増加した一方、前受金が74百万円減少したことなどによります。 

　固定負債は、前第２四半期会計期間末に比べて95.9％増加し、146百万円となりました。これは、長期借入金

が65百万円増加したことなどによります。 

　この結果、負債合計は、前第２四半期会計期間末に比べて30.2％増加し、495百万円となりました。

　
(純資産)

純資産合計は、前第２四半期会計期間末に比べて17.8％減少し、368百万円となりました。これは、利益剰

余金が79百万円減少したことによります。 

　
　
(3) キャッシュ・フローの分析

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前第２四半期会計期間

末に比べ18百万円増加し、78百万円となりました。

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期会計期間の営業活動の結果、使用した資金は、98百万円(前第２四半期会計期間は225百万円

の使用)となりました。

　これは主に、税引前四半期純損失が36百万円、売上債権の増加が23百万円、たな卸資産の増加が23百万円等

があったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期会計期間の投資活動の結果、使用した資金は、0.8百万円(前第２四半期会計期間は９百万円

の使用)となりました。 

　これは、有形固定資産の取得によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期会計期間の財務活動の結果、得た資金は、94百万円(前第２四半期会計期間は４百万円の使

用)となりました。 

　これは、長期借入れの収入100百万円等があったことによるものであります。

　
　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社は、当第２四半期会計期間におきまして営業損失及び営業活動によるキャッシュ・フローがマイナ

スの状況にあることから、引き続き主力製品の技術力向上による競争力の強化・確保を目指すとともに、新

たな製品を開発し、複数製品の製造・販売による経営の安定化を図るべく、以下の通り対応してまいりま

す。

①主力製品EMUの技術力の向上

②複数製品の製造・販売による経営の安定化

上記を柱に売上増加、損益の改善を図ることが当社の最重要経営課題であると認識しております。

　
　
（5）研究開発活動

当第２四半期会計期間における研究開発費は1,515千円であります。
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２.事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改

善するための対応策

　
当社は、当第２四半期会計期間におきまして営業損失及び営業活動によるキャッシュ・フローがマイナ

スの状況にありました。

このような状況により、当社は継続企業の前提に関する重要事象等が存在しております。

当社は当該状況を解消すべく対策を講じ、売上増加、損益の改善を図るため、以下の通り対応してまいり

ます。

　
① 主力製品「EMU」の技術力の向上

主力製品であるフォトマスク用寸法測定装置「EMU」につきまして、次世代の32nmノード以降に対応

させるべく、収差補正機能を導入し、分解能を大幅に向上させる研究開発を継続しております。

測定精度の更なる向上とともに、引き続き半導体製法におけるEUV技術の急速な進展による微細化の

一層の加速にも対応させるため、新たな回路システム設計による低雑音化、耐環境性能向上（諸振動対

策）、システム内部のクリーン化を行っております。

また、測定精度の向上過程では不可避な測定時間の増大に対応しており、スループットの大幅な向上

も達成して「EMU」のバージョンアップに反映させております。

② 複数製品の製造・販売による経営の安定化

当社の製品構成がフォトマスク用寸法測定装置に大きく依存している状況から、同装置の販売動向

により業績も大きく変化するリスクを回避するために、製品のラインアップの充実を計画しておりま

す。

NEDOのイノベーション実用化助成事業に採択された電子ビーム式高速検査装置の開発及びシームレ

スモールドステッパーの開発は、いずれも装置の性能面での優位性を確保しながら顧客ニーズに応え

た低価格の装置の製品化を目指しており、次期以降の販売を計画しております。

　
また、資金面につきまして、当社と主要株主である株式会社エー・アンド・デイとの間で運転資金の融

資を目的とした契約締結を行っておりますが、７月、新たに日本政策金融公庫から長期運転資金として１

億円の融資を受けておりますので、当面の事業展開における資金面での支障はないと考えております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
　
(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 102,000

計 102,000

　
　
② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,405 33,405
大阪証券取引所
(JASDAQ市場)

当社は単元株制度を採用して
おりません。

計 33,405 33,405 ― ―

(注)　大阪証券取引所(JASDAQ市場)は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びNEO市場とともに、新たに開

設された同取引所JASDAQに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引所JASDAQ（スタン

ダード）であります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであり
ます。
　(平成15年６月27日　定時株主総会決議)

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 989個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 989株

新株予約権の行使時の払込金額 　　　　　　1株につき　35,000円

新株予約権の行使期間 　　平成18年６月28日から平成23年６月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

　　　　　発行価格　　35,000円
　　　　　資本組入額　17,500円

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者
においてこれを行使することを要する。

②　新株予約権発行時において当社の取締役または従
業員であった者は、新株予約権行使時においても
当社の取締役または従業員であることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当
な理由のある場合ならびに相続により新株予約権
を取得した場合はこの限りでない。

③　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行
使することができる。かかる相続人による権利行
使の条件は、後記④の契約に定めるところによる。

④　その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締
役会決議ならびに新株予約権割当契約により定め
る。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 　　　　　　　　　　　　─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　　　　　　　　　　─

(注) １　新株予約権の数、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額については、平成16年６月16日付の株式分割に

伴う調整を行っております。

２　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる1株未満の端数は切り捨てるものとします。

　　　　　　　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

３　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行または移転する場合の株式の発

行価格は次の算式により調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げるものとします。

　　　　　　　　調整後払込価額　＝　調整前払込価額　×　１／分割・併合の比率

４　当社が時価を下回る払込価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合は、新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の行使価格は次の算式により調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げるも

のとします。

調整後払込価額 ＝調整前払込価額　× 　
既発行株式数 ＋

新規発行または処分株式数×
1株当たり払込金額または処分価額

1株当たり時価

既発行株式数　＋　新規発行または処分株式数

５　上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役または対象従業員との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

─ 33,405 ─ 692,361 ─ 635,681

　
　
(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱エー・アンド・デイ 東京都豊島区東池袋三丁目23番14号 10,216 30.58

冨加津　好夫 東京都多摩市 4,415 13.21

新田　純 埼玉県所沢市 830 2.48

飯田　康夫 東京都八王子市 630 1.88

嶋崎　勝次 大阪府守口市 541 1.61

生江　隆男 東京都東大和市 500 1.49

東風海運㈱ 東京都千代田区内幸町2丁目2番1号 492 1.47

﨑山　武美 東京都目黒区 464 1.38

東　祥弘 東京都新宿区 456 1.36

穴澤　紀道 東京都東大和市 435 1.30

計 ― 18,979 56.81
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　33,405 33,405 ─

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 33,405 ― ―

総株主の議決権 ― 33,405 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ― ─ ─ ─ ─

　
　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 47,90043,00041,90031,00029,00025,800

最低(円) 24,00027,01026,50026,43024,00019,990

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所(JASDAQ市場)におけるものであります。　

なお、大阪証券取引所(JASDAQ市場)は、同取引所ヘラクレス市場及びNEO市場とともに、新たに開設された同取引所

JASDAQに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場となっておりま

す。

　
　
　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日まで役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、アーク監

査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 78,142 119,504

受取手形及び売掛金 225,312 427,851

原材料 16,715 20,104

仕掛品 418,452 330,952

その他 2,338 2,011

流動資産合計 740,962 900,423

固定資産

有形固定資産 ※1
 85,858

※1
 87,015

無形固定資産 4,218 5,230

投資その他の資産 33,069 32,423

固定資産合計 123,146 124,670

資産合計 864,109 1,025,093

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 73,199 147,229

短期借入金 100,000 150,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 32,780 16,200

未払法人税等 2,779 4,952

前受金 － 4,200

預り金 84,296 80,163

賞与引当金 6,959 7,040

製品保証引当金 28,000 31,000

その他 21,204 35,160

流動負債合計 349,220 475,945

固定負債

長期借入金 ※2
 78,030 4,400

退職給付引当金 67,557 62,515

その他 995 1,592

固定負債合計 146,582 68,507

負債合計 495,802 544,453

純資産の部

株主資本

資本金 692,361 692,361

資本剰余金 635,681 635,681

利益剰余金 △959,737 △847,403

株主資本合計 368,306 480,640

純資産合計 368,306 480,640

負債純資産合計 864,109 1,025,093
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 585,299 162,292

売上原価 332,842 85,418

売上総利益 252,457 76,874

販売費及び一般管理費

役員報酬 22,476 20,916

給料及び手当 41,544 34,406

研究開発費 32,821 2,929

修繕維持費 22,862 18,502

製品保証引当金繰入額 18,202 33,944

その他 109,119 53,128

販売費及び一般管理費合計 247,027 163,827

営業利益又は営業損失（△） 5,430 △86,953

営業外収益

受取利息 90 24

受取配当金 6 －

為替差益 4,174 －

その他 352 44

営業外収益合計 4,623 68

営業外費用

支払利息 1,288 2,100

手形売却損 751 －

為替差損 － 21,886

営業外費用合計 2,040 23,986

経常利益又は経常損失（△） 8,013 △110,871

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 8,013 △110,871

法人税、住民税及び事業税 1,382 1,463

四半期純利益又は四半期純損失（△） 6,631 △112,334
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 382,999 123,591

売上原価 221,289 66,278

売上総利益 161,710 57,313

販売費及び一般管理費

役員報酬 11,238 10,458

給料及び手当 22,010 16,972

研究開発費 23,089 1,515

修繕維持費 11,561 11,554

製品保証引当金繰入額 121 17,790

その他 39,571 27,251

販売費及び一般管理費合計 107,591 85,542

営業利益又は営業損失（△） 54,118 △28,229

営業外収益

受取利息 79 13

その他 30 41

営業外収益合計 110 54

営業外費用

支払利息 637 846

為替差損 547 7,723

営業外費用合計 1,184 8,569

経常利益又は経常損失（△） 53,044 △36,744

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 53,044 △36,744

法人税、住民税及び事業税 907 890

四半期純利益又は四半期純損失（△） 52,136 △37,634
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

8,013 △110,871

減価償却費 3,175 4,386

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,071 △81

製品保証引当金の増減額（△は減少） 18,000 △3,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,480 5,041

受取利息及び受取配当金 △96 △24

支払利息 1,288 2,100

為替差損益（△は益） △3,241 4,982

売上債権の増減額（△は増加） △281,908 202,538

たな卸資産の増減額（△は増加） 186,767 △84,626

仕入債務の増減額（△は減少） △69,120 △74,705

前受金の増減額（△は減少） △28,534 △4,200

未収入金の増減額（△は増加） 204 －

未収消費税等の増減額（△は増加） 11,024 △910

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,629 △10,430

その他 8,761 △414

小計 △129,484 △70,214

利息及び配当金の受取額 96 24

利息の支払額 △1,288 △2,167

法人税等の支払額 △1,900 △2,527

営業活動によるキャッシュ・フロー △132,577 △74,884

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,648 △1,058

無形固定資産の取得による支出 △6,627 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △3,427

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,275 △4,485

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △50,000

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △8,100 △9,790

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,100 40,210

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,530 △2,201

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △148,422 △41,361

現金及び現金同等物の期首残高 208,230 119,504

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 59,807

※1
 78,142
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　
　
【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

   

　
【表示方法の変更】

　

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

1.　前第２四半期累計期間において、営業活動のキャッシュ・フローに独立掲記しておりました「未収入金の増減

額(△は増加)」(当第２四半期累計期間194千円)は、金額が僅少のため営業活動のキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。

　

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期貸借対照表関係)

1.　前第２四半期会計期間末において、流動負債の「買掛金」は、第１四半期会計期間末より支払手形金額が発生

したため「支払手形及び買掛金」に表示を変更しております。なお、前第２四半期会計期間末の流動負債の「買掛

金」は50,417千円であります。

2.　前第２四半期会計期間末において、流動負債の「その他」に含めていた「預り金」は負債及び純資産の合計額

の100分の10を超えたため、第1四半期会計期間末より区分掲記することにしました。なお、前第２四半期会計期間

末の流動負債の「その他」に含まれる「預り金」は4,403千円であります。

　
　
【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　　固定資産の減価償却費の算定方法

　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、事業年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定しております。

　
　
【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計

額

減価償却累計額 179,627千円

減損損失累計額 167,995千円

　　　計 347,623千円
 
※2　財務制限条項
当第２四半期会計期間末において財務制限条項が付さ
れている借入金は98,310千円であり、その内訳及び財
務制限条項の内容は以下のとおりであります。
 
・証書貸付(締結日平成22年７月26日、残高98,310千円
の契約)
＜財務制限条項の内容＞
①借入人は、純資産額180,600千円以下にならないこ
と。
②貸出人の書面による事前承認なしに、借入人が第三
者(借入人の代表者、子会社等を含む)に対して40,000
千円を超える貸し付け、出資、保証を行わないこと。

※1　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計

額

減価償却累計額 176,390千円

減損損失累計額 168,333千円

　　　計 344,723千円

 
　　　　　　　　──────────
 

 

           　　 
 

 

 

 

　
　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金 59,807千円

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資
─千円

現金及び現金同等物 59,807千円

※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金 78,142千円

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資
─千円

現金及び現金同等物 78,142千円

　
　
(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成

22年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　33,405株

　
２　自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)

長期借入金が、当社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて

著しい変動が認められます。
　　　　　(単位：千円)　

科目 四半期貸借対照表計上額 時価 差額 時価の算定方法

 
 
 
 
 
 
　長期借入金
 
 
 
 

78,030 76,488 1,541

(注)
 

(注)　長期借入金の時価の算定方法

元利金の合計額を、同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。

　
(有価証券関係)

該当事項はありません。

　
　
(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　
　
(持分法損益等)

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

　
　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　
　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　
　
(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　
　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)及び当第２四半期会計期間(自　平
成22年７月１日　至　平成22年９月30日)
当社は、電子ビーム技術を応用した製品・サービスの単一事業となっています。したがって、当社は、

「電子ビーム関連」を単一の報告セグメントとしているため、記載を省略しております。　

　
(追加情報)  

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日)を適用しております。
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(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。

　
　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 11,025.48円
　

　 　

　 14,388.29円
　

(注)　1株当たりの純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 368,306 480,640

普通株式に係る純資産額(千円) 368,306 480,640

普通株式の発行済株式数(株) 33,405 33,405

普通株式の自己株式数（株） ─ ─

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数(株)

33,405 33,405

　
　
２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 198.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

─円
　

１株当たり四半期純損失金額 3,362.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

─円
　

(注)  1.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在しますが、前第２四半期累計期間は

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、当第２四半期累計期間は１株当たり四半期純損失金額

のため、記載しておりません。

２.　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益金額又は四半
期純損失金額(△)　(千円)

6,631 △112,334

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)　(千円)

6,631 △112,334

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 33,405 33,405

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─ ─
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第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1,560.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

─円
　

１株当たり四半期純損失金額 1,126.63円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額

─円
　

(注) 1.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在しますが、前第２四半期会計期間は

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、当第２四半期会計期間は１株当たり四半期純損失金額

のため、記載しておりません。

２.　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益金額又は四半
期純損失金額(△)　(千円)

52,136 △37,634

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)　(千円)

52,136 △37,634

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 33,405 33,405

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─ ─

　
　
　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　
　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月12日

株式会社ホロン

取締役会  御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    赤    荻  　　 隆　　   印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    上　　田　　正　　樹    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ホロンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第25期事業年度の第２四半期会計期間(平成21

年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成　21年９月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホロンの平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月11日

株式会社ホロン

取締役会  御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    赤　　荻　　　隆   　　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    上　　田　　正　　樹    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ホロンの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第26期事業年度の第２四半期会計期間(平成22

年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成　22年９月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホロンの平成22年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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